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はじめに
本研究は，今日の韓国社会における多文化教育政策である「多文化家庭（１）生徒教育支援計画（2009
年～ 2012年）」の背景・目的を模索し，この教育政策の下に行われている光州広域市教育庁の取り組
みとこの取り組みのなかに取り上げられている特徴のある 3つの教育支援事業に焦点を当てて，韓国
の多文化教育政策の動向と課題を明らかにすることを目的としている。
韓国社会は 1980年代の後半から結婚移住者の増加や雇用許可制の導入による海外からの移住労働
者の数の増加により，急速に多文化社会化しつつある。韓国では 2007年 5月に外国人基本法に当た
る「在韓外国人処遇基本法」と 2008年 3月 21日に「多文化家族支援法」の制定，2009年 12月には
多文化基本法が発議され，外国人政策の策定と施行を政府と自治体の仕事として明確に位置づけた。
韓国社会では「在韓外国人処遇基本法」と「多文化家族支援法」に基づき，多文化をめぐる様々な政
策が，中央政府の各省によって施行されている。
2007年度の教育人的資源部（２）により，「多文化家庭子女（３）教育支援計画」を国家的議題として発
表し，市・道別の特性に合わせた特殊事業を公募形式で選定・支援し，また研究・開発のための中央
多文化教育センター，地域多文化教育センターの指定・運営に関して本格的な支援・調整をすること
にした。この議題を掲げさらに，韓国の教育科学技術部（４）により多文化教育政策の長期的な政策と
して「多文化家庭生徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」が出される。このような多文化教育政策
が出された背景には，結婚移住者や移住労働者の増加，つまり多文化家庭の増加によって多文化家庭
の生徒数も大いに増加したのである。2009年には外国系住民が 121,935名であり，多文化家庭の生徒
も 24,745名に至った（５）。また，学校級別にみると，小学生が 65.7％，中学生 24.2％，高校生 10.1％
である（６）。多文化家庭の生徒の多くは小学生であるが，中高生の生徒の割合も増加しつつある。
先行研究として，ジョン・ウンヒ（2004）は，現状における多文化家庭の経済的な与件が厳しいこ
とと，多文化家庭の子どもへの養育と教育問題はつながっているということを論じ，多文化家庭にお
ける教育問題は深刻であると示す。特に親の影響から韓国語の駆使力と学習能力が劣り，上級学校へ
の進学率が低いという。多文化家庭の子どもの言語発達と環境の重要性を挙げ，多文化家庭における
結婚移住者の女性の場合も，母親としての韓国語学習の経験不足により，韓国語と韓国文化の講習が
要求されるようになったと述べる。
韓国の多文化教育政策に基づく教育支援事業の取組み
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以上の先行研究で取り上げた，学業及び適応問題，家族内のコミュニケーションの問題，私教育費
及び養育費用の経済的な厳しさの現状をふまえて，筆者は多文化家庭における教育権の保障に重点を
おき，現在行われている「多文化家庭生徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」の取組みについて模
索したい。さらに，この政策の下に行われている光州広域市教育庁の取組みを中心に実際の公教育外
の現場である「光州北区多文化家族支援センター」，「光州セナル学校」，「（社）国境のない村全南・
光州支部」の 3つにおける特徴を取り上げ，多文化教育における様々な取り組みやプログラムの内容
について考察する。光州広域市に限定した理由を述べる前に，多文化教育の意義について定義してお
きたい。朝倉（2003）によると，「多文化教育は文化・言語にかかわる同化要請や剥奪などの過ちを
避けるために民主主義的な文化的多元主義に基づく教育である」という。つまり，多文化教育は民主
主義が下敷きになっていないと成り立たない教育である。この光州広域市は韓国における「民主主義
の発祥地」であり，他の広域市と比べて多文化家庭の生徒数は多くないが，2005年には 127名に過
ぎなかった多文化家庭の子女が，2008年には 439名になり，3年間で 3倍以上に増加したのである。
また，光州広域市の地域の特性上，ソウル，京畿道のように海外からの労働者や脱北者住民の子女よ
り，様々な国からきた結婚移民者の子どもが多くみられる。そのため，本研究では光州広域市を限定
とし，取り上げたのである。
本稿の構成は次の通りである。最初に，第 1節では，人権の在り方や法律に基づき，「多文化家庭
生徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」の背景・目的における進展について考察したい。第 2節では，
光州広域市教育庁における多文化教育政策の取り組みや特徴について検討し，学校のみでは充たせな
いところを明らかにし，公教育外の教育現場を探索する。最後の第 3節では，光州広域市教育庁支援
における多文化家庭生徒への教育事業団体の取り組みの「光州北区多文化家族支援センター」，「光州
セナル学校」，「（社）国境のない村　全南・光州支部」について検討し，それぞれの特徴を見出して
今後の多文化教育政策の動向と課題を明らかにする。なお，多文化家庭生徒のみならず，一般家庭生
徒との関わりについても探っていきたい。
１．「多文化家庭生徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」の背景・目的における進展
外国につながる児童・生徒及び多文化家族が生活する上で不自由なしに共に生きるための学習活動
における多文化教育の重要性が叫ばれ，教育の領域でも国レベルの多文化教育政策が出されてきた。
2007年度に「多文化家庭子女教育支援計画」が国家的議題として取り上げられた。多文化教育事
業に関する遂行体系の具体的な内容は，中央省庁から中央多文化教育センターへの教育と教材開発に
関する直接支援と，市・道教育庁を通した公募事業の遂行という二元的な構造をもっている。教育科
学技術部の内部機関別の多文化家庭子女の支援内容をみると，教育科学技術部の場合，多文化教育に
関する研究開発及び市・道における多文化教育センターの設立を支援している。教育庁は生徒にメン
トリング，多文化理解及び国際理解教育等の多様なプログラムを支援して，教師には研修及び奨学資
料の発刊・普及をしており，親には研修及びハングル教室を運営している（表 1）。
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さらに 2008年度には多文化教育政策の長期的な政策として「多文化家庭生徒教育支援計画（2009
年～ 2012年）」が出されてきた。この政策は，短期間の計画を策定・推進したものと違って，教育科
学技術部が総合的に体系的な基本計画を立てて市・道教育庁は各地域の与件と優先順位によって細か
く実行計画を立て，急増する多文化家庭生徒の教育需要を考慮し中央と地方がともに対策を備えたも
のであるといえる。教育科学技術部では，「多文化家庭生徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」のビ
ジョンとして，学びと理解でともに生きる多文化社会の具現を掲げ，そして全体的な目標として，多
文化家庭生徒の教育格差を解消し，多文化家庭における親の力量強化，多文化教育の基盤強化及び多
文化理解の拡散が取り上げられる。
ソル・ドンフン（2005）によると，多文化社会になりつつある韓国社会においては，多文化家庭の
経済的な与件は最低水準であり，多文化家庭の絶対貧困問題が非常に深刻である。劣悪な環境のなか
で，多文化家庭生徒たちは，直接的，間接的に広まっている差別主義により困難な生活を送るという。
このような背景をふまえて「多文化家庭生徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」の目的は次の通り
である。多文化家庭生徒の特性に合わせた教育支援を必要とし，言語・文化的な格差の解消，多文化
家庭の児童や中途入国子女（７）たちの早期適応とともに，多文化家庭生徒のもつ多様な言語・文化的
な背景が発展できるように支援を推進することである。もう一つの目的は，多文化に対する理解向上
及び社会的認識の改善強化であって，これは一般家庭生徒の多文化理解教育の活性化，学校における
管理職の先生や教師などの多文化認識改善のために教師研修を強化する支援である。「多文化家庭生
徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」の主要内容は次の六つに分けることができる。最初の一つ目は，
多文化家庭生徒に合わせた教育支援であり，これは多文化家庭生徒の学校を拠点学校として指定し，
教師，教育大学の学生が放課後の韓国語・基礎学習，文化理解，学校に関する相談などのメントリン
グ支援を行う。また，多文化家庭生徒を対象とし，休みの間に文化体験の活動などの集中キャンプを
表 1　教育科学技術部内部の各機関別の多文化家庭支援内容
機　関 支援内容
教育科学技術部
◎ 多文化教育関連の研究・開発：多文化教育政策研究，韓国語教材・教育プログラ
ム開発，核心教員養成のプログラム開発
◎ 市・道多文化教育センター支援：多文化関連教育ネットワーク構築及び市・道別
の特性に合う多文化教育支援
教　育　庁
◎ 生徒支援： メントリング，多文化理解体験活動（キャンプなど），国際理解教育，
放課後学校への参加支援，入学相談センター運営
◎教師支援：教師研修，奨学資料発刊・普及
◎親支援：親の研修，ハングル教室運営
学　　　校 ◎韓国語（KSL）クラス運営など
自　治　体
◎ 「地域人的資源開発 (RHRD)事業」を通して 12か地域，25か所事業支援
＊ 国際結婚移民者ハングル教室，国際結婚女性子女のアイデンティティ構築など
他　省　庁 ◎ 女性家族部（保健福祉部），文化体育観光部等で女性結婚移民者・家族対象の支援
出典：教育科学技術部（2008年）
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行い，親の出身国に対する理解及びリーダーシップの育成プログラムを運営する。二つ目は，教師の
多文化教育の専門性への向上であり，これは現職の教師の多文化認識への改善のために，研修の支援
を強化し，国立教育大学及び師範大学に（８）も多文化教育講座の開設を支援し，教員養成大学の在学
生と多文化家庭生徒とのメントリング参加の連携を強化する。また，私立教員養成大学の師範大学・
教職課程，児童教育科などに多文化教育の講座が設けられるように勧める。三つ目は，多文化家庭の
親への支援であり，これは多文化家庭の親への教育及び相談の支援のために，一般家庭の親と多文化
家庭の親が理解・共存出来るような認識改善のプログラムを運営し，子どもに対する教育相談支援を
行うとともに，他の多文化家庭の親や子どもにリテラシー教育の講師として活動できるように，研修
プログラムを開発し，支援を行う。四つ目は，多文化家庭の児童の教育支援であり，これは多文化家
庭の児童に対する教育機会の拡大，情報提供，公立幼稚園に入園時に多文化家庭の児童に優先順位を
与える。また児童教育を専攻している大学生とボランティア活動（2単位以内）と地域単位の児童教
育の協力ネットワーク構築事業とともに連携し，多文化家庭の児童の教育支援をする。五つ目は，多
文化家庭の同伴・中途入国子女への教育支援であり，これは実際の同伴・中途入国の子女は外国で出
生し，成長して韓国語・文化に対する理解・経験がほとんどなく，急激な環境の変化によって情緒・
心理的にストレスが多く，経済的に厳しい状況であるため，就学前に予備課程の支援として，地域機
関，教育庁，学校を中心に韓国語教育・初期適応教育を行う。また，民間教育施設に代案教育の委
託教育機関として指定し，運営及び連携をし，学校内の特別学級において担当先生の他にバイリンガ
ル・相談の出来る教育補助員を加え，円滑に授業が進められるように支援する。さらに，公立代案学
校の設立への支援をする。最後の六つ目は，多文化教育の基盤及び支援体制の強化であり，これは多
文化家庭生徒の教育のための教材，プログラム研究・開発のために中央多文化教育センターが 2007
年度から指定され，運営しており，市・道教育庁の多文化教育政策に対する推進・力量を強化し地域
別の与件・特性に合わせた教育の支援のためのプログラム・事業開発及び地域内のインフラの連携・
活用を拡大する。また，地域単位の多文化教育のネットワーク運営の強化として多文化家族支援セン
ター，住民センター，大学，図書館などの関連機関の連携・協力を強化し，プログラム及び人力など
の共有・活用を拡大することである。
以上の取り組みから多文化家庭生徒における教育支援には，学校教育が中心になり，多文化家庭の
親が多文化リテラシー教育の講師として教育現場に携わることができると見込まれる。また多文化家
庭生徒への教育支援の場所が，学校教育から社会教育へ移行しつつあることがみられる。
２．光州広域市教育庁における多文化教育政策の取り組み
16か所の市・道教育庁において多文化教育政策が実施され，多文化教育政策の主な対象となるの
は，外国につながる家族構成員が含まれた多文化家庭生徒である。光州広域市における多文化家庭生
徒数は，806名（2010年）であり，他の 5か所の広域市と比べても多い数字ではない。ソウル 4,422
名，京畿 7,229名，近くの全南 3,313名と比べてみても非常に少ない数値であって，多文化家庭生徒
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の構成を考察すると，多文化家庭子女の 97％にあたる 784名が国際結婚家庭の子女であり，3％にあ
たる 22名のみが外国人勤労者家庭の子女である。この統計（９）には，脱北者住民の家庭の数は含まれ
ていないため，実際の多文化家庭生徒数はこれより多く上回ると予想される。しかし，ひとつ注目す
るべき点は，国際結婚家庭の子女数が急激に増加する傾向であり，光州地域の国際結婚家庭の子女数
は，2005年には 127名に過ぎなかったが，2007年には 322名，2008年には 439名と増え続けている。
これは，他の 5か所の広域市と比較しても急激なスピードで増加しているのである。したがって，こ
のような現状に足をふまえて光州広域市教育庁では多文化家庭生徒の教育格差を解消し，多文化家庭
の親における社会的力量強化，多文化教育の基盤強化及び多文化理解の拡散を目標に多様な多文化教
育政策が行われる必要がある。
現在光州広域市で進めている多文化教育の事業は 17件であり，最も多い割合を占めている政策が
多文化家庭子女の適応のための教育プログラムである（表 2）。具体的に光州広域市の教育庁で行わ
れる個別事業は，多文化家庭子女を対象とするプログラムが多くみられ，「多文化家庭生徒教育支援
計画」の目標の一つである多文化理解の拡散を期待するためには，多文化家庭生徒のみならず，一般
表 2　光州広域市教育庁の多文化教育政策（2010年）
順番 事業名 事業目標
① 就学前の幼児の基本学習能力発達支援　 適応教育
② 就学後の韓国語基礎学力向上支援 適応教育
③ 基礎学力不足の生徒に合わせた指導 力量教育
④ 多文化家庭の生徒における特別学級の模範運営 適応教育
⑤ 多文化家庭の親への相談活動実施 適応教育
⑥ 多文化家庭中心の学校運営 適応教育，力量教育
⑦ 多文化家庭における就学前の学校生活案内資料の活用指導 適応教育
⑧ 学級担任及び HRなどの教員研修の強化 教師教育
⑨ 「多文化教育の優秀事例の発表大会」運営 教師教育
⑩ 多文化奨学資料の開発・普及 教師教育
⑪ 多文化家庭生徒の教育における事業団体への支援 適応教育
⑫ 多文化家庭のホームページ運営 適応教育，多文化理解教育
⑬ 学校内の多文化理解教育 多文化理解教育
⑭ 多文化理解促進のための映像物の政策・普及 多文化理解教育
⑮ 多文化家庭のキャンプ運営 適応教育，力量形成
⑯ 多文化家庭の親が多文化講師として活躍できるように支援 力量教育，多文化理解教育
⑰ 「多文化教育体験の公募展」実施 多文化理解教育
出典： 教育科学技術部「市・道教育庁別の多文化教育事業のモニターリング及び成果分析」『多
文化家庭の生徒の教育支援事業』2010
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家庭生徒もともに参加できるような多文化理解の教育プログラムが求められる。光州広域市の多文化
教育政策に関する取り組みを考察すると，多文化教育政策を通して多文化家庭生徒と一般家庭生徒と
ともに平等な教育機会を保障するためには，多文化家庭生徒に偏り過ぎないように政策樹立において
細心な配慮が必要であると考えられる。光州広域市教育庁の多文化教育政策に関する取り組みのな
か，多文化家庭生徒の教育における事業団体への支援（表 2，⑪）は，究極的に多文化家庭生徒及び
親を対象とした教育活動の強化を目的とする事業である。教育庁に申請書を出した支援希望の事業団
体のなか，教育庁による審議基準に適合した団体のみ選定され，支援を受けるのである（表 3）。光
州広域市教育庁は多文化教育団体で施行されている多文化教育プログラムの質を，重要な選定基準と
して取り入れている。制度教育，つまり公教育における学校教育のなかで補えない多文化教育に関す
るプログラムを，このような事業団体と協力し合い，さらにこの事業団体を通して多文化教育に関す
る多様なプログラムを行うことができる。したがって，制度教育の学校ではなく，地域社会の関連団
体との連携を結び付けることが出来るのが本事業において大きな意義をもっていると考えられる。
3．光州広域市教育庁支援における多文化家庭生徒の教育事業団体の取り組み（10）
多文化家庭生徒における教育支援事業の団体は大きく大学，NGO，自治体，企業等の 4つに分け
ることができる。各々の教育事業団体では様々なプログラムが行われており，この節では，女性家
族部（11）の下でありながら，教育庁の教育支援事業を引き受けている「光州北区多文化家族支援セン
ター」，小中高校の統合型として学力認定の委託代案学校である「光州セナル学校」，本部はアンサン
市にあって光州支部の NGO団体である「（社）国境のない村」における多文化家庭生徒を対象とした
3つの事業団体の取り組みについて検討したい。
表 3　光州広域市教育庁支援における多文化家庭生徒の教育事業団体名??
???????
??????????????????????? ??????????????? ???????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
???
出典： 教育科学技術部「市・道教育庁別の多文化教育事業のモニターリング及び成果分析」『多文
化家庭の生徒の教育支援事業』2010
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まず，「光州北区多文化家族支援センター」について述べる。「光州北区多文化家族支援センター」
は元々（社）移住家族福祉会という NGOであったが，女性家族部から委託をうけ，2008年 1月から
政府の下に結婚移民者の女性を中心に支援を行ってきた。基本方針としては，韓国社会に早期適応・
多文化家族の安定的な家族生活を支援することであり，多文化家族のための家族教育・相談・文化な
どのプログラム及びサービスを提供する。これに従い，「多文化家族支援センター」は多文化家族の
安定的な定着と家族生活を支援するための韓国語・文化教育，家族教育・相談，子女支援，職業教育
及び多文化認識改善など多様なプログラムを統合的に提供・連携するワンストップサービス機関とす
る。さらに，近年子どもへの支援も同時に行われ，例えばバイリンガル教育，家庭訪問を通して学校
生活に関わる問題や悩みなどを手助けする支援が行われている。「光州北区多文化家族支援センター」
は女性家族部の傘下機関であるものの，光州広域市教育庁との連携によって学校外の教育機関として
認められ，多文化家庭生徒への専門的な教育支援を行っている。教育支援のプログラムとして挙げら
れるのは，「グローバル最高，幸せ通帳作り」である。これは，2009年の下半期から始まり，約 5ヵ
月間にわたり行われ，多文化家庭の小学生たちを対象に毎週水曜日の 6時半から 2時間をかけて進め
られたプログラムである。光州広域市教育庁の支援事業として子どもへの教育とカウンセラーの専門
家たちとともに行われたクラスである。多文化家庭生徒にとって家族，友達などの周りとの関わり
から幸福と愛に気づき，これらを積み重ねていくことを目的とし一緒に参加した友達とものを作った
り，絵を描いたりして共同作業を行った。このプログラムを通して 8月 15日，16日の二日間キャン
プを行い，このキャンプには児童・生徒（小中学生）30名と母親 13名が参加し，家族機能強化，母
親の国を理解する，クラブ活動，海辺の運動会などを行った。このプログラムはキャンプや家族機能
の強化などを通して家族との絆を深めていくことが多くなればなるほど，幸せ通帳が貯まっていくと
いう。2009年 11月 16日には「グローバル最高，幸せ通帳作り」の修了式があり，修了式の場所は
当然「光州北区多文化家族支援センター」であった。母親と子どもたちがともに作り上げた幸せ通帳
は子どもたちの将来にとって肯定的な思考を与えるのであろう。この事業は多文化家庭の子どものみ
ならず，母親も一緒に参加できたのが大きな特徴であるともいえよう。
次は小中高校の統合型の代案学校（12）である「光州セナル学校」について述べる。「セナル学校」は，
2007年 1月 18日に設立され，入学対象は，親の国際結婚（再婚）によって韓国にきた子女，外国人
労働者の子女，留学生の子女，脱北者住民の子女，宣教師の子女などを対象とするが，ほとんどの児
童・生徒は親の国際結婚（再婚）を機に連れられた子どもである。子どもたちの個別的な能力と適
性を考慮し，合わせ型の生徒中心教育を通して英語授業の進行及び母語の深化教育などの方式で授業
を進める。単純な知識伝達だけではなく，生徒相談と進路指導を伴い，生徒中心の教育として多様な
民族と文化的な環境が異なる生徒たちが同時に授業に参与し，個々人の学習能力の差が広がることに
よって，生徒個々人による 1対 1の教育課程を編成，無学年制で運営する。公民共通基本教育課程を
基準に授業時数を構成し，総合的な学習の時間を活用して国際理解教育や多文化家庭子女のための親
または生徒の母語教育を実施している。セナル学校の場合，ずっと未認可代案学校として学力（13）を
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認められなかったが，2011年 5月から学力を認められるようになり，「光州セナル学校」は全国最大
の「多文化代案学校」の委託教育機関として指定・運営されることになった。これは，委託を希望す
る生徒が元の学校に学籍をおいたまま，「セナル学校」で委託教育を受けることができる。委託指定
期間は 1年単位を原則にし，指定学級は初等 1つ（15名），中等 4つ（10名×4）のクラスで合わせ
て 5つのクラス（55名）規模である。実際に「セナル学校」を通して上級学校へ進学した生徒の多
くが適応できず，「セナル学校」に戻ってくるという事実をみると，一般学校では彼らのための政策
的な配慮があまりなされていないと考えられる。
最後に，光州支部の NGO団体である「（社）国境のない村」について述べる。この「（社）国境のな
い村」の本部は，京畿道アンサン市にある。京畿道アンサン市は，韓国でももっとも外国人労働者が
多く，50カ国以上の国の人々が共存しており，彼らを支援している団体や宗教機関などは 20か所余
りである（14）。この団体はマイノリティにおける差別的な制度や秩序を改善し，マジョリティにおけ
る意識変化を求め，地域社会に基づいた住民運動を通して代案的な多文化共同体を立ち上げることを
目的とし，光州広域市教育庁から支援を受けている光州支部の「（社）国境のない村」では‘多文化子
女の理解と疎通’というプログラムを掲げ，国別の外国人の講師が自ら体験の授業を行い，多文化授
業の意義，各国の挨拶や伝統文化，衣裳などに触れることができる。国は中国，日本，モンゴル，ロ
シア，パキスタン，フィリピン，タイ，ベトナム，カンボジアなどである。またアンサン市本部ほ
ど，活発な動きはみられないが，2010年の下半期から 1年事業として光州支部の「（社）国境のない村」
と「（社）レインボー多文化家族」が連携を結び（15），外国の移住者ではない一般人と生徒を対象に‘多
文化社会教育及びともにする（オウリム）キャンプ’というテーマを掲げ，国際結婚移住女性が講師
として放課後や地域の教会・文化センターで週 2回の 4時間の授業を行っている。授業の内容は，次
の通りである。①言語領域における中国語，ベトナム語，英語，タガログ語，②文化領域におけるア
ジア各地域の総合的な政治，社会，文化，③社会統合領域における多文化社会の理解と韓国社会の指
標などについての 3つの教育事業を行っている。日程に関しては，放課後の学校で行われる場合は，
前期・後期の連続または個別運営であり，一般人向けは2カ月カリキュラムで教育事業を進めていく。
以上，それぞれ特徴のある 3つの教育事業団体について考察したが，教育事業団体のもつ役割と多
様な多文化教育のプログラムを通して実際に多文化家庭の生徒における多言語・多文化理解が向上さ
れていくと見込まれる。また，多文化家庭生徒のみならず，一般家庭生徒も積極的に参加し，相互理
解が深まるようなプログラム開発などの工夫が必要であると考えられる。
おわりに
韓国社会は結婚移民者や海外からの移住労働者の増加により，ますます多文化社会となりつつあ
る。そのなか韓国の光州広域市における多文化家庭子女が，2005年には 127名から 2008年には 439
名になり，3年間で 3倍の数である。また，光州広域市の地域はソウル，京畿道のように海外からの
労働者や脱北者住民の子女より，多様な出身国の結婚移民者の子どもが多いのが特徴であり，多様な
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教育現場で多文化家庭生徒のために特徴のある取り組みを行っている。
本稿では，教育科学技術部の下に行われている「多文化家庭生徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」
という多文化教育政策の取組みやこの政策が市・道教育庁を通し，公募事業の遂行が行われる光州広
域市教育庁の取組みを中心に実際の公教育外の現場である「光州北区多文化家族支援センター」，「光
州セナル学校」，「（社）国境のない村全南・光州支部」の 3つにおける特徴を取り上げ，多文化教育
における多様な取り組みについて明らかにしようと試みたのである。最初に，第 1節では，「多文化
家庭生徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」の背景・目的における進展について考察した。2007年
度に「多文化家庭子女教育支援計画」が国家的議題として出され，2008年度には多文化教育政策の
長期的な政策として「多文化家庭生徒教育支援計画（2009年～ 2012年）」が出されてきた。この多
文化教育政策の主要内容は，①多文化家庭生徒に合わせ型の教育支援 ②教師の多文化教育への専門
性の向上 ③多文化家庭の親への支援・活用 ④多文化家庭の児童への教育支援 ⑤同伴・中途入国子
女への教育支援 ⑥多文化教育の基盤及び支援体制の強化，の六つの主要内容であることがわかった。
以上の取り組みから多文化家庭生徒における教育支援には，多文化家庭の親が多文化リテラシー教育
の講師として教育の現場に携わり，これによって多文化生徒が母語を使うことができ，また多様な背
景をもつ仲間との交流から多様性を認める開かれた視野が形成することができると考えられる。教育
支援が行われる場所は，学校教育が中心になっているものの，徐々に学校教育から社会教育へ範囲を
広めつつあることがみられた。第 2節では，光州広域市教育庁における多文化教育政策の取り組みは，
多文化家庭子女を対象とするプログラムが多くみられ，「多文化家庭生徒教育支援計画」の目標の一
つである多文化理解の拡散を期待するためには，多文化家庭生徒のみならず，一般家庭生徒もともに
参加できるような多文化理解の教育プログラムが必要であることがわかった。また，公教育における
学校教育のなかで補えない多文化教育に関するプログラムを，地域社会の関連団体と連携を結び多様
な多文化教育のプログラムが行われていることが明らかになり，これは地域社会との深い関わりのあ
る教育事業であることがわかった。最後の第 3節では，光州広域市教育庁支援における多文化家庭生
徒への教育事業団体の「光州北区多文化家族支援センター」，「光州セナル学校」，「（社）国境のない
村全南・光州支部」の三つを挙げた。一つ目の「光州北区多文化家族支援センター」は元々（社）移
住家族福祉会という NGOであったが，女性家族部から委託をうけ，2008年 1月から政府の下に結
婚移民者の女性を中心に支援を行ってきた。教育庁からの支援を受けながら「グローバル最高，幸せ
通帳作り」というプログラムを行い，母親と子どもたちがともに作り上げた幸せ通帳が子どもたちの
将来にとって肯定的な思考を与えるとみられた。またこの事業を通して多文化家庭の子どものみなら
ず，母親も一緒に参加でき，親子関係における愛と絆が深まることができるプログラムであることが
わかった。二つ目の「光州セナル学校」は，小中高校の統合型の認可代案学校である。2007年 1月
18日に設立され，ほとんどの生徒は親の国際結婚（再婚）を機に連れられた子どもであり，学生た
ちの個別的な能力と適性を考慮し，生徒中心教育を通して英語授業の進行及び母語の深化教育などの
方式で授業を進めることがわかった。セナル学校を通して上級学校に進学した生徒の多くが学校生活
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に慣れず，セナル学校に戻ってくるという事実から一般学校では彼らのための政策的な配慮があまり
なされていないことが考察できた。三つ目は，光州支部 NGO団体である「（社）国境のない村」であ
る。各国の外国人講師が自ら体験の授業を行い，多文化授業の意義，各国の挨拶や文化などに触れる
ことが出来る‘多文化子女の理解と疎通’というプログラムを行ったのである。2010年の下半期から
1年事業として光州支部の「（社）国境のない村」とある民間団体が，連携を結び，国際結婚移住女性
が講師として放課後や地域の教会・文化センターで，一般人の大人と生徒を対象に‘多文化社会教育
及び，共にする（オウリム）キャンプ’というテーマの下に言語領域，文化領域，社会統合領域とい
う授業を行うことが明らかにされた。
以上の考察から，教育事業団体のもつ役割と多様な多文化教育のプログラムを通して実際に多文化
家庭生徒における多言語・多文化理解が向上されることが大いに期待され，公教育外の場における地
域社会との連携によって多文化教育が広まりつつあることが考察された。また，多文化家庭生徒のみ
ならず，一般家庭生徒にも積極的な参加を促し，多文化教育における相互理解を深めることが出来る
ような教育支援やプログラム開発などが今後の課題であろう。
注⑴ 法律や部局によって「家族」「家庭」の両方が使用されているが，本稿ではその記述を引用するときは記述
通り，それ以外では「多文化家庭」と表記する。
　⑵ 2001年，教育人的資源部（日本の文部科学省にあたる）と名称が変わる。
　⑶ 韓国における子女とは，児童・生徒及び子どもを指す。
　⑷ 2008年，教育人的資源部と科学技術部が統合され，教育科学技術部となる（日本の文部科学省にあたる）。
　⑸ 韓国の行政安全部（2010）2010年地方自治団体の外国系住民現況の調査結果による。
　⑹ 同上
　⑺ 結婚移民者における再婚家庭
　⑻ 韓国の初等教員になるためには教育大学（国立）に入らなければならない。師範大学は国立大学にも私立
大学にも設けられている。
　⑼ 教育科学技術部
　⑽ フィールドワークに基づき，まとめたのである。
　⑾ 日本の厚生労働省にあたる。
　⑿ 代案学校は認可・不認可に分けることができる。認可の代案学校の場合は，特性化学校と委託型の代案学
校に分けられ，特性化学校は人文系と専門系となる。委託型の学校は学校に適応できず，正規学校で学業が
続かない生徒たちが既存の学校に学籍をおいたまま通う代案学校である。
　⒀ 卒業証明書として認められず，上級学校に進学できなかった。
　⒁ www.bvillage.org（社）国境のない村のホームページ（2011年 6月 17日閲覧）
　⒂ 빛고을　무지개 –광주광역시　다문화가족　소식 –（2010）
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